
経営革新計画 よくある質問 

 

問１：本社は福井県にあるが、経営革新の事業の中心は福井県以外で行う場合、どちらの県

に申請しますか。 

 

➢ 登記されている本社所在地の都道府県に申請してください。質問の場合は、福井県に申請するこ

とになります。 

 

問２：新たな４つの事業活動とは、具体的にはどんな活動ですか。 

 

➢ 自社にとっての新たな取り組みであれば、他の事業者が採用していることでも構いませんが 、

以下のような取り組みは対象外となります。 

 

  ・同業の中小企業のほとんどがその技術を導入済みであったり、地域性の高いものについて、同一地

域で他社がその技術を導入しているなど、相当程度普及している技術・方式等の導入 

  ・単なる多店舗展開や設備の更新 

  ・当然行われるべき範囲での商品改良や社員教育等 

 

➢ 新たな事業活動の事例は以下のようなものがあります。 

 

１．建設業者が食品廃棄物を収集して自社で堆肥化し、野菜を栽培し販売する。 

２．旅館が空室を日帰り客向けのリラクゼーションルームとして改装し、新しいサービス事業を行う。 

３．パンの小売店が、パン作りの体験コーナーを設け、パン作りの道具や、材料の販売を行うとともに

パンの売上の増大につなげる。 

４．不動産管理会社が、企業の空き家となった社員寮を借上げ、それを高齢者向けに改装し、介護サー

ビスを付加して高齢者専用賃貸住宅として賃貸する。 

 

問３：申請書類に直近３期分の決算書が必要とありますが、申請時には今期決算書が間に合

わない場合はどうすればよいですか。 

 

➢ 申請時点での直近３期分の決算書を提出してください。決算期から６か月以上経過している場合

は、試算表と直近２期分の決算書を提出してください。 

 

問４：決算月がまもなく到来するような場合の直近期末はほぼ 1 年前となりますが構いませ

んか。  

 

➢ 構いません。直近期末は申請時での最も新しい税務申告済みの決算時点となります。経営革新計

画はそれ以降に実施する取組が対象です。 

 

 



 

問５： 士業法人は申請の対象となりますか。 

 

➢ 税理士法人等の士業法人は、個別法の法律に基づく法人であり、当該法律において、帳簿その他

の書類、内部関係、外部関係といった基本的な枠組みについて、商法の合名会社の規定を準用し

ているため会社とみなされています。このため、中小企業等経営強化法第２条に規定する中小企

業者に該当する場合は申請の対象になります。（士業法人は、士業を規定する法律に基づく法人。

上記の他、特許業務法人、司法書士法人、土地家屋調査士法人等があります。）  

 

問６： 農事組合法人は、申請の対象となりますか。  

 

➢ 農事組合法人は農業協同組合法人に基づいた法人であるため、申請の対象となりません。 

  

問７： 医療法人、学校法人等は申請の対象となりますか。  

 

➢ 医療法人及び学校法人は、それぞれ個別の法律に基づく法人ですが、商法の会社 の規定を準用

していないことから会社とは言えず、中小企業等経営強化法第２条に規定する中小企業者には該

当しません。そのため申請の対象にはなりません。た だし、個人開業医は、中小企業基本法に

おける中小企業者の定義と同様に、個人開 業医は申請の対象（中小企業者）となります。 また、

社会福祉法人などの個別の法律に基づく法人は、当該法律において商法の会社の規定を準用して

いる場合は、士業法人と同様会社となり、中小企業等経営強化法第２条の中小企業者に該当する

場合は、申請の対象となります。 

 

問８：承認された場合は必ず金融機関からの融資等の支援を受けることができますか。  

 

➢ 計画の承認は、支援策の実行を保証するものではありません。計画の承認後、利用を希望する支

援策の実施機関の審査が必要になります。計画申請と並行して、支援策の実施機関に相談するこ

とをお勧めします。 

 

問９ 計画書に関する相談はどこへすればよいですか。 

 

➢ 計画策定に際しては（公財）ふくい産業支援センターや、お近くの商工会議所・商工会、金融機

関等の認定支援機関にご相談ください。 

 

問１０ 計画書の策定を当社のみで行っても構いませんか。 

 

➢ 申請者自ら作成いただいて構いませんが、認定支援機関（商工団体、金融機関、福井産業支援セ

ンター等）において計画内容の確認、ブラッシュアップを受けたうえでご提出ください。 

 

※認定支援機関の確認はこちら（中小企業庁 HPへリンク） 

 

https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kakushin/nintei/#jigyousha


問１１ 一度計画が終了した場合でも、再度申請できますか。 

 

➢ 終了した計画と別の事業内容であれば、再申請できます。 

 

【電子申請システムについて】 

適宜追記予定 


